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【自主防災組織の手引）】 

— コミュニティと安心・安全なまちづくり ― 
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はじめに 

自主防災活動の核となる防災訓練は、自主防災組織の防災計画に基づき実施される。  

訓練にあたっては、次のような点に留意する必要がある。  

 

○正しい知識、技術を習得するために、消防機関等の指導を受ける。  

○訓練終了後に、訓練内容を見直して必要な改善を行う。  

○地域内の事業所等の自衛消防組織、さらには近隣の自主防災組織とも共同して防災訓

連を行う。  

○特定の災害だけでなく、地域の実状に即した訓練内容とする。  

○避難行動要支援者にも配慮した効果的な訓練内容とする。  

○市や消防機関等が主催する総合防災訓練には積極的に参加する。  

○短時間でも訓練を行えるよう実施方法等を工夫し、毎年定期的に行う。  

○固定観念にとらわれず、応用動作ができるようにする。  

○訓練にあたっては、事故防止に努める。  

○訓練の実施を市などに届け出ることとなっている場合は、忘れずに届け出る。 

 

防災訓練としては、個別訓練、総合訓練、体験イベント型訓練及び図上訓練が代表的な

訓練として実施されている。  

＜主な防災訓練項目＞  

 
こうした訓練はどれも重要であり、これらすべての訓練が有機的に機能してこそ発災時

に人の命を救い、災害を拡大させないことにつながるものである。  
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１．個別訓練  

個別訓練には、情報収集・伝達訓練、消火訓練、救出・救護訓練、避難訓練、給食・ 

給水訓練等があり、各班において知識・技術の習得に向けて、繰り返し行う必要が

ある。  

(1)情報収集・伝達訓練  

災害情報の収集・伝達方法としては、ラジオやテレビなどの報道機関による情 

報やインターネットを通じた情報も有効であるが、地域で情報収集・伝達を行う

際には、自主防災組織の果たす役割が極めて重要である。  

災害情報の収集・伝達では、自主防災組織を災害情報の中継点として位置づけ、 

これを通じて市や消防関係機関等からの情報を地域住民に伝え、また、逆に 

地域の被害状況、住民の避難状況などを自主防災組織で収集し、市や消防関 

係機関等に報告をするための訓練を行う。  

また、地域の被害想定等をもとに訓練を行うとより実践的な訓練となる。  

 

1)情報収集訓練  

地域内の被災状況、災害危険箇所の巡視結果及び避難の状況等の情報を正確 

かつ迅速に収集する。また、収集した情報を市や消防機関等と共有する。 

  

情報収集訓練（例）  

①情報班に収集すべき情報の指示を出す。  

（収集すべき情報の例）  

・現場の住所、目標、現場の状況  

・負傷者の有無と程度、今後予測される状況  

・現在の措置、通報者  

・避難所における避難者数、避難状況  

②地域ごとに情報を収集する。（※ 必ずメモをとる）  

・情報を収集した人の名前、日付、時間を明記する。 

③収集した情報について報告を受け、地域ごとに取りまとめる。  

（※ 報告の際も口頭のみの伝達は避ける） 

④取りまとめた情報を報告する。  
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2)情報伝達訓練  

地域住民から収集した情報を整理し、自主防災組織本部へ報告する。また、地域

住民にも整理した情報を伝達する。その際、各世帯への情報伝達を効率よく行う

ため、あらかじめ情報伝達経路を定めておくことも重要である。  

なお、情報の収集・伝達手段として無線を活用する場合は、混信を起こさな   

いよう指揮者（班長）の通信統制に従う無線機の運用訓練が欠かせない。  

 

情報伝達訓練（例）  

①模擬情報を与える。  

②地域の伝達経路をもとに、次々に情報を伝達する。  

③最終的に伝達された模擬情報が、どの程度正確に伝達されたかを確認する。 

 

災害発生時には地域の被害状況を迅速かつ正確に収集・伝達する必要があるた

め、自主防災組織としては、地域の中で情報を収集・伝達しやすい単位、例えば 10

～20 世帯で分割する等、地域の中で起きている状況を自分達でしっかり確認でき

るような情報収集・伝達体制をあらかじめ検討しておくと、災害時により効率よ

く活動することができる。  

また、被害状況だけでなく、どういった人が地域で困っているか等、人に関する

情報についても収集するようにしておくと、災害ボランティアや社会福祉協議会

と連携する際に有効な情報となりうる。  
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              正確な情報収集、伝達の必要性  

自主防災組織は、災害時における地域の消火・救助活動にとどまらず、 

市や消防機関等から提供される地域の災害情報や災害発生時の行政の対応に 

関する情報について、正確な情報収集を行い、各戸にきめ細かく伝える役割 

を有する。  

しかしながら災害時には、自分が置かれている状況を理解できず、目の前に 

危険が迫ってくるまで、その危険を認めようとしない心理が働き、「たいし 

たことはない」と思いこむ場合がある。こうした災害時の人間の心理状態を 

災害心理学では、「正常化の偏見」というが、こうした心理は、避難行動を 

含め、被害の軽減の大きな障害となる恐れがあるため、自主防災組織において 

は、災害が及ぼす危険な状況をいかに正確な情報として住民に伝えるかが重要 

となる。  

なお、情報収集・伝達訓練では以下の点に注意が必要である。  

1. 事実を確認し、時機に適した報告を行う。  

2. 市や消防機関等との情報を共有する。  

3. 伝達は簡単な言葉で行い、難しい言葉を避ける。  

4. 口頭だけでなくメモ程度の文書を渡しておく。  

5. 情報を正確に伝達するために、受信者に内容を復唱させる。  

6. 流言には数字がからむことが多いため、数字の伝達には特に注意する。  

7.「異常なし」も重要な情報である。  

8. 定期的な報告を行う。  

 

(2)消火訓練  

オイルパンや「まと」等を使用して、消火器、三角バケツ、可搬式小型動力ポン 

プ等により消火する等、消火用資機材の使用方法及び消火技術を習熟する。  

阪神・淡路大震災では火災によっても大きな被害が生じたことからわかるように、出

火防止や初期消火は被害の拡大防止のために非常に重要である。なお、自主防災組織と

しては、消火訓練とともに、火災予防運動等あらゆる機会をとらえ、防火意識の向上に

努め、日頃から地域ぐるみで出火防止に心がける必要がある。  
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(3)救出・救護訓練  

はしご、ロープ、エンジンカッター等の救出用資機材の使用方法や負傷者等の応急手当 

の方法、救護所への連絡、搬送の方法等について習熟する。  

また、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）をはじめとする救急救命用資機材の使用方法、負 

傷者の応急手当の方法といった救護の要領について、日頃から市や消防機関、日赤等が

実施する普通救命講習を受講する等により習熟しておく。  

 

（解説）ＡＥＤ（自動体外式除細動器）について 

ＡＥＤ（自動体外式除細動器）とは、心臓の心室と呼ばれる部分がけいれん 

し、血液を流すポンプ機能を失った状態（心室細動）になった心臓に対して 

電気ショックを与え（電気的除細動）、心臓の働きを戻すことを試みる医療機 

器である。  

救急の現場で一般の人でも簡単に安心して除細動を行えるよう設計されて 

おり、傷病者の心臓のリズムを自動的に調べて、除細動が必要かどうかを自 

動的に決定するととともに、救命の手順を音声にて指示するため、除細動を 

含めた救命行為が簡単にできる仕組みになっている。  

ＡＥＤには様々なタイプの機種があるが、いずれの機種も、電源を入れる 

と音声メッセージによるガイドが始まるため簡単に使用できる。 

      自宅、学校、職場、たくさんの人が集まる公共の施設等に配備されている。 

 
 

(4)避難訓練  

突然の災害時にも落ち着いて避難行動をとることができるようにするには、普段から

避難経路・避難場所を確認しておくことが重要である。  

避難訓練の際には、参加者は避難経路や避難場所の安全について確認するとともに、

避難時の非常用持出品や安全な服装について留意する必要がある。  

自主防災組織としては、避難誘導班を中心として組織ぐるみで避難の要領を把握し、

定められた避難場所まで迅速かつ安全に避難できるようにする。その際、地区内の避難

状況の把握方法の確認や、避難行動要支援者ごとの個別避難計画が想定どおり機能して

いるかチェックを行うことも重要である。  

なお、避難等で自宅を離れる際、電気のブレーカーを切り、ガスの元栓を閉めておく

ことを訓練時にも再確認する必要がある。  
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(5)避難所運営訓練（避難所体験訓練）  

災害時に開設される避難所の運営には、地域のことをよく知る自主防災組織が積極

的に関わる必要があることから、避難所の運営や避難者に対する生活支援の方法につ

いて訓練を行う。  

また、避難所での生活を訓練で体験することを通じて、避難の際の所持品や平常時

からの準備について考え、地域住民の防災意識を高めることができる。  

 

(6)給食・給水訓練  

炊飯装置、ろ水装置の使用等限られた資機材を有効に活用して食糧や飲料水を確保

する方法、技術を習熟する。  

なお、食糧を各人に効率よく配給する方法等についても留意する。 これに対処する

ためには、各家庭において最低 3 日間（できれば 1 週間）生活できる程度の食糧等

の備蓄を行うとともに、自主防災組織としてこれらの事態に備えて必要な準備をして

おかなければならない。  

     給食・給水については、次のような点に十分配意する必要がある。  

 

①各家庭では、長期保存が可能でできるかぎり嗜好に幅広く対応した 

食糧及び飲料水を備蓄するとともに、保存可能期限の満了時ごとに 

交換しておく。また、ポリタンク等の生活用水は定期的に入れ替えておく。  

②各家庭では、必要な食糧を非常用持出品として備えておき、いつでも 

持ち出せるようにしておく。  

③自主防災組織として共同備蓄倉庫等を設け、食糧、ろ水器、鍋、炊飯装置、 

燃料、各種容器等を備蓄しておくことも有効な取組みである。  

④自主防災組織として地域内にある井戸、水槽、池、プール等を調べ、 

災害時に飲料水、生活用水として使用できるよう、所有者等と協議して 

おくとともに、必要に応じ市が設置した飲料水兼用貯水槽の利用に 

ついても習熟しておく。  

⑤自主防災組織として食糧品等の救援物資の配給計画やその周知方法を策定 

しておき、整然と配布できるようにしておく。  

 

なお、上記訓練のほか、可搬式小型動力ポンプ、消火器、ろ水器、無線通信機等、 

個々の防災資機材の使用方法及び点検、整備等を習熟するために行う部分訓練がある。 
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２．総合訓練  

実際の災害時には、初期消火、救出・救護、情報伝達、避難誘導、給食・給水などを一

連の流れの中で実施することになる。  

そこで、個別訓練によって習得した知識・技術を総合して、組織の各班相互の連携をと

り、それぞれ適切、効果的に有機的な防災活動ができるようにするために、総合訓練を

行う。  

実際に大規模災害が発生したと仮定し、時間の流れに沿って被害状況を付与する 

「発災型訓練」などの方法もある。  

 

３．体験イベント型訓練  

防災と直接には関係しないイベント等において、災害時に役立つ基礎知識の普及や災

害疑似体験といったプログラムを取り入れることによって、防災を意識せずに災害対応

能力を高めることができる。キャンプの各行事に防災の要素を取り入れた「防災キャン

プ」や、学校や地域の運動会で防災の要素を取り入れた競技を行うなどの方法も有効であ

る。  

 

４．図上訓練  

図上訓練は、災害へのイメージトレーニングとして、災害に対する地域や自らの意識

に何が足りないか（例えば、被災した時の知識や消火活動等の防災行動力等）への「気

付き」となり、今後どんな訓練を行えば良いのかという「行動」につながる重要な訓練で

ある。  

図上訓練については、防災マップ等をもとに議論を行うブレインストーミング型の災

害図上訓練等、その方法は様々である。  

また、地震、風水害等、災害の種類によって地域のニーズは異なるため、クロスロード

などの防災ゲームを活用し、過去の災害から学び、シミュレーション訓練しておくことも

重要である。  

 

 

 

 

 

 
以上 




